
○ 目的

○ 事業概要

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 バス交通等活性化事業

予算額 47,500 千円
新規・拡充

継続の別
拡充

事業内容
（１）実施年度
　平成３０年度（路線再編）

（２）事業概要
　奈良交通（株）の負担金路線のうち東部循環線について、バス交通等
検証委員会での協議にもとづいた路線に再編することで、沿線地域住民
の更なる利便性向上を図るもの。

（３）運行負担金額
　・奈良交通（株）　22,500,000円
　・京阪バス（株）　25,000,000円

　本市では鉄道とバス交通網を組み合わせた利便性の高い交通ネット
ワークを形成している。特にバス交通は地域に根ざした公共交通として
重要な機能を果たしており、中でも公共施設（宝生苑や常磐苑といった
老人福祉センターや市役所）や鉄道駅と各集落を結ぶ生活路線４路線に
ついては、市が運行に係る経費の一部を負担することで路線を維持・確
保している状況である。
　本市では、この地域の貴重な交通資源である路線バスを将来にわたっ
て維持・確保していくために、学識経験者、市民委員やバス事業者等で
構成するバス交通等検証委員会で議論を重ね、沿線地域住民の更なる利
便性の向上と活性化を図るものである。

担当所属名 建設部計画交通課 直通電話番号 63 － 1219



○ 目的

　安全で快適な市営住宅を長期間にわたって確保するため、
予防保全等の観点から修繕や改善工事を実施し、建物の
長寿命化と更新コストの縮減を図る。

○ 事業概要

・ 大住団地浴槽及び給湯設備改修等工事
　高齢者対応浴槽設置・３点給湯設備等工事

・ 大住団地外部長寿命化改修等工事設計業務委託
　外壁改修・鉄部塗装・屋根改修等工事に伴う
　設計業務委託

・ 三山木団地エレベーター改修工事
　既存エレベーター耐震補強措置等工事

担当所属名 建設部開発指導課 直通電話番号 64 － 1341

事業内容

予算額 122,550 千円
新規・拡充

継続の別
継続

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 京田辺市営住宅長寿命化事業



○ 目的

○ 事業概要

・木造住宅耐震改修等事業費補助事業
　木造住宅の耐震改修等に要する費用の額の４分の３を補助するもの。
　評点１．０以上（当分の間は０．７以上）への改修（本格改修）は上
限１００万円、簡易な改修の方法により耐震性を向上させるもの（簡易
改修）は上限３０万円。
　　事業規模
　　　本格改修　２４戸
　　　簡易改修　４戸

・木造住宅耐震シェルター設置費補助事業
　耐震性が低く、耐震改修が困難な木造住宅に対し、安全な空間を確保
する目的で、高齢者や障害者等が耐震シェルターを設置する場合、その
費用の４分の３を補助するもの。上限は３５万円。
　　事業規模
　　　耐震シェルター設置　２戸

担当所属名 建設部開発指導課 直通電話番号 64 －

事業内容

※耐震シェルターとは
　住宅が地震によって倒壊した場合でも、安全な空間を確保することが
できる堅固な構造物で、住宅の１階（主に寝室となる部屋）に設置する
もの。

1341

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 京田辺市木造住宅耐震化促進事業

　安全・安心な暮らしの創造の一環として、地震発生の際、倒壊等の危
険性の高い木造住宅の耐震性の向上等を図り、地震に強いまちづくりを
推進する。

・木造住宅耐震診断士派遣事業
　市から耐震診断士を派遣し耐震診断を実施するとともに、その診断結
果に基づく改修のアドバイスや概算工事費の提案を行うもの。自己負担
額は３，０００円。
　　事業規模　３０戸

予算額 27,400 千円
新規・拡充

継続の別
継続



○ 目的

　がけ崩れ等の危険から住民の生命の安全を確保するため、災害
危険区域等の区域内にある既存不適格建築物等の移転について補
助を行う。

○ 事業概要

・除却等費への補助
　　危険住宅の除却等に要する費用で撤去費、動産移転費、跡地
　整備費等に対し補助を行うもの。

補助限度額：８０２千円／戸
事業規模：１戸

・建設助成費への補助
　　危険住宅に代わる新たな住宅の建設（購入を含む）のため、
　金融機関等から融資を受けた場合の利息に相当する額に対し補
　助を行うもの。（借入利率：年８．５％を限度）

補助限度額：４，１５０千円／戸〔建物3,190、土地960千円〕
事業規模：１戸

担当所属名 建設部開発指導課 直通電話番号 64 － 1341

事業内容

予算額 3,992 千円
新規・拡充

継続の別
新規

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 がけ地近接等危険住宅移転補助事業



○ 目的

○ 事業概要

　適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民
の生活環境に影響を及ぼしていること等から、平成２７年５月に「空家
等対策の推進に関する特別措置法」が全面施行され、空家等がもたらす
各種問題を全庁的な体制により解消する必要がある。

事業内容

・空家等対策計画策定
　空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、国の基本指
針に即して、空家等に関する対策についての計画を策定する。具体的に
は、空家等に関する対策に関する基本的な方針、適切な管理の促進に関
する事項、特定空家等への対処に関する事項、相談への対応に関する事
項、対策の実施体制に関する事項等を定める。

・空家・空室バンク創設
　本市における空家（戸建て）・空室（マンション）の増加を防ぎ、そ
の活用を効率的に図ること等を目的にバンクを創設し、本市ホームペー
ジにて公開する。

・空家・空室無料相談会実施
　宅地建物取引に精通した相談員による無料相談会を、年１～２回、市
役所等にて開催する。

・空家等情報のGISデータ化
　現在、市職員により実施した空家等の調査結果等をエクセルデータで
管理しているが、今後、最新情報を把握し、全庁的な対応を実施するた
め、GISデータ化を図る。
（空家等詳細情報、位置、写真等を一元管理）

担当所属名 建設部開発指導課 直通電話番号 64 － 1341

予算額 6,800 千円
新規・拡充

継続の別
新規

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 京田辺市空家等対策推進事業



○ 目的

○ 事業概要

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 新田辺駅東側地区まちづくり事業

予算額 7,000 千円
新規・拡充

継続の別
継続

事業内容

　近鉄新田辺駅東側に人々が集まり、にぎわいのある中心拠点となるよ
う商業施設の活性化を図る。
　また、道路などの基盤整備により歩行者の安全性の確保や回遊性の向
上を図る。

　地権者・商店街・市の協働による「新田辺駅東地区のまちづくり準備
委員会」の運営を支援し、まちづくりの施工範囲、事業手法および都市
計画施設の検討や事業実現化に向けた課題事項の整理を行うもの。

担当所属名 建設部都市整備課 直通電話番号 64 － 1346



○ 目的

○ 事業概要

・野上橋橋梁修繕工事

・上区橋橋梁修繕工事

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 橋梁長寿命化修繕事業（橋梁修繕）

予算額 32,000 千円
新規・拡充

継続の別
継続

　京田辺市橋梁長寿命化計画に基づき、効率的に橋梁を維持し延命化を
図るため修繕等を行うものである。

事業内容

担当所属名 建設部施設管理課 直通電話番号 64 － 1342

野上橋

上区橋



○ 目的

　区・自治会が把握する地域の身近な要望に対し、小規模な修繕工事
等を実施することで、くらしの安全・安心の実現を図るもの。

○ 事業概要

　部分的な舗装修繕や側溝の浚渫等で、緊急かつ優先度の高い箇所の
修繕工事等に対する費用について、あらかじめ箇所付けを行わず、区
・自治会要望の実現枠を設け、地域の二ーズに臨機に対応するもの。

臨時千円10,000

区・自治会要望解決型 くらしの安全安心実現予算

事業内容

－

平成３０年度　当初予算主な事業

担当所属名 直通電話番号 64建設部施設管理課

事業名

予算額
新規・拡充

継続の別

1342



○ 目的

○ 事業概要

・水辺の散策路虚空蔵谷川ルート整備工事　Ｌ＝340m
（虛空藏谷川桜根上り改修等工事） 

・水辺の散策路路面標示等設置工事　一式
（路面標示 ３０箇所他）

・水辺の散策路案内看板等設置工事　一式
（案内看板２箇所等）

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 水辺の散策路環境整備事業

予算額 10,900 千円
新規・拡充

継続の別
拡充

　市域で選定した水辺の散策路１０ルートの整備により、市域の水辺や
緑に親しむ環境整備を進めると共にウォーキングによる市民の健幸づく
りを促進するにあたり、事業のより一層の進捗を図るものである。

事業内容

担当所属名
建設部施設管理課

緑のまちづくり室
直通電話番号 64 － 1344



○ 目的

○ 事業概要

・田辺公園プール長寿命化改修等工事　一式
（建築工事、機械設備工事等）

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 公園施設長寿命化事業（田辺公園プール）

予算額 111,600 千円
新規・拡充

継続の別
継続

　京田辺市公園施設等長寿命化計画に基づき、公園施設等の改修を行う
ことで改修費用の平準化を推進し、施設の延命化を図るもの。

事業内容

担当所属名
建設部施設管理課

緑のまちづくり室
直通電話番号 64 － 1344



○ 目的

　府農総研跡地の公園整備にかかる事業用地の取得にあたり、
公園事業用地購入資金を債務負担行為として予算化し、学研都市
京都土地開発公社による先行取得を実施することで事業の進捗を
図るもの

○ 事業概要

公園事業用地取得　Ａ＝約１．６ha

 

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 府農総研跡地公園整備事業

予算額 143,500 千円
新規・拡充

継続の別
拡充

事業内容

担当所属名
建設部施設管理課

緑のまちづくり室
直通電話番号 64 － 1344

【債務負担行為設定】


